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Ⅰ. 当社の概況及び組織に関する事項 
１． 商号 

野村ファイナンシャル・プロダクツ・サービシズ株式会社 

 

 

２． 登録年月日（登録番号） 

2012年10月10日（関東財務局長（金商）第2665号） 

 

 

３． 沿革及び経営の組織 

（１）会社の沿革 

年  月 沿    革 

 2011年６月 沖縄県那覇市を本店所在地として設立（資本金50百万円） 

 2011年10月 東京都千代田区に本店移転 

 2012年10月 第一種・第二種金融商品取引業者登録 

 2013年11月 特別金融商品取引業者となる 

 2014年４月 商品デリバティブ取引に係る業務開始に関する届出 
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（２）経営の組織 

2026年７月現在の経営組織図は以下のとおりであります。 

 

 

 

 

株 主 総 会
General Meeting of

Shareholders

取 締 役 会
Board of Directors

監 査 部
Corporate Auditor

インターナル・

オーディット部
Internal Audit Dept.

取 締 役 社 長
President

トレーディング部
Trading Dept.

業 務 部
Business Development and 

Administration Dept.

財 務 企 画 部
Financial Planning Dept.

主 計 部
Controller's Dept.

ビジネスファイナンス・

コントロール部
Business Finance Control Dept.

資 金 部
Treasury Dept.

リスク ・マネジメント部
Risk Management Dept.

コンプライアンス部
Compliance Dept.

法 務 部

Legal Dept.

オペレーション部
Operation Dept.

ミドル・オフィス部
Middle Office Dept.

業 務 企 画 部
Office of Management

Committee

シ ス テ ム 部
Information Technology Dept.
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４． 株式の保有数の上位10位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株主等の議決権に占める当

該株式に係る議決権の数の割合 

（2026年３月31日現在） 

氏名又は名称 保有株式数 割合 

野村ホールディングス株式会社 7,070 千株 100.00 ％ 

 

５． 役員の氏名又は名称 

（2026年７月現在） 

役職名 氏名 

代表取締役（取締役社長） 野々村 茂 

取締役 平岡 徹也 

取締役 堀内 優子 

取締役 森 貴子 

取締役 高橋 正平 

取締役 Steven Aloupis 

取締役 Stephen Fuggle 

取締役 Sharad Kochar 

監査役 小栗 尚之 

 

６． 政令で定める使用人の氏名 

金融商品取引業に関し、法令等を遵守させるための指導に関する業務を統括する使用人の氏名 

（2026年７月現在） 

氏 名 役 職 名 

高尾 香 コンプライアンス部長 

 

７． 業務の種別 

(１) 金融商品取引業（金融商品取引法第２条第８項） 

①   金融商品取引法第28条第１項第１号に掲げる行為に係る業務 

②   金融商品取引法第28条第１項第２号に掲げる行為に係る業務 

③   有価証券等管理業務 

④   第二種金融商品取引業 

 

(２) 金融商品取引業付随業務（金融商品取引法第35条第１項） 

当社は、以下の業務その他金融商品取引業に付随する業務を行っています。 

① 有価証券の貸借またはその媒介若しくは代理 

② 有価証券に関する顧客の代理 

③ 他の金融商品取引業者等の業務の代理 

④ 通貨の売買またはその媒介、取次ぎ若しくは代理 

⑤ 譲渡性預金その他金銭債権の売買またはその媒介、取次ぎ若しくは代理 

 

(３) その他（金融商品取引法第35条第２項） 

金融商品取引法第35条第２項に掲げられた業務のうち、当社が行っている業務は以下のとおりです。 

① 商品デリバティブ取引に係る業務 

② 前号に掲げる業務に付帯する業務 

 

８． 本店その他の営業所又は事務所の名称及び所在地 

本店 東京都千代田区大手町二丁目２番２号 

本店（東京都）以外に拠点はありません。 

 

９． 他に行っている事業の種類 

該当事項はありません。 
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10.   苦情処理および紛争解決の体制 

(１) 第一種金融商品取引業 

特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター（「FINMAC」）との間で特定第一種金融商品取引業

務に係わる手続実施基本契約を締結する措置 

 

(２) 第二種金融商品取引業 

一般社団法人金融先物取引業協会（FINMACに業務委託）を利用する措置、又はFINMACを利用する措置 

 

11.   手続実施基本契約を締結する指定紛争解決機関の商号又は名称並びに加入する金融商品取引業協会及び対象事

業者となる認定投資者保護団体の名称 

金融商品取引業協会： 日本証券業協会 

一般社団法人金融先物取引業協会 

指定紛争解決機関  ： 特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター 

 

12.   会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

該当事項はありません。 

 

13.   加入する投資者保護基金の名称 

日本投資者保護基金 
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Ⅱ. 業務の状況に関する事項 
１． 当期の業務の概要 

当期においては、世界経済は全体として回復軌道を維持したものの、米国の関税政策、AI関連セクターへの期待

と不安の交錯、日本の政治イベント、イラン情勢などの地政学イベントが市場の大きな変動要因となりました。 

米国政府は2025年４月２日、世界各国に対する「相互関税」を発表し、世界的な株価急落を招くとともに、「ド

ル資産離れ」への警戒を招きました。しかし、翌週には適用の「90日間停止」が打ち出され、市場はV字回復に転

じました。なかでもAI関連株については、夏場までの米国株式のけん引役となった一方、秋口以降は過熱への警戒

も表れるようになっております。為替市場では、米国の関税政策への警戒から2025年４月に１ドル140円までの円

高が進む局面がありましたが、その後は円安基調で推移し、2026年１月以降は変動が大きいながらも152～162円の

レンジ内で推移しております。 

日本では2025年９月に石破首相が辞任表明し、10月には自民党総裁選を経て高市内閣が発足しました。新政権が

「責任ある積極財政」を掲げたなかで、日本市場では株高・金利上昇・円安という傾向が強まりました。さらに、

高市首相は2026年１月に衆議院を解散しました。２月に行われた総選挙では自民党が単独で定数の３分の２を超え

る議席を獲得し、海外投資家の関心を集めました。日本株は、一部の業種に関税の影響が表れたものの、全体とし

ては増益を確保する中で上昇トレンドをたどり、2025年10月には日経平均株価指数が50,000円を突破するなど、史

上最高値の更新を重ねております。同指数は2026年４月半ば以降は58,000～72,000円台の高値圏にあります。 

この間、金融政策に関しては、米国では雇用にやや減速感が表れたなかでFRB（連邦準備制度理事会）は2025年

９月、10月、12月と、３回の利下げを打ち出しました。日本では、米国が発動した関税の影響が大きくないことを

見極めたうえで、日本銀行が12月に、2025年１月以来となる利上げを決めております。日本の国債10年利回りは、

日本経済のデフレ脱却とそれに伴う利上げの継続を織り込む形で、12月に２％を突破するなど、上昇傾向が強まり

ました。さらに、2026年２月末以降は中東情勢の不安定化によって原油価格が大きく上昇し、その影響を受けて国

債10年利回りも３月末から４月にかけて2.5％に達した後、７月９日には一時2.9%をつけております。 

地政学をめぐる動きとしては、2025年６月にイスラエル・米国がイラン核施設を空爆、2026年１月に米国がベネ

ズエラに軍事行動（大統領を拘束）、2026年２月にイスラエル・米国がイランに空爆（最高指導者が死亡）といっ

たイベントが市場の不安定化要因となっております。 

 このような状況の中、当期の収益合計（金融費用控除後）は 151,135百万円（前期は 155,747百万円）、金融費用

以外の費用は 144,054 百万円（前期は 159,647百万円）となり、当期純利益は 5,583百万円（前期は当期純損失 2,602

百万円）となりました。 

 

トレーディング損益 

金利、為替、クレジット・ビジネスにより、154,422百万円の収益を計上しております。 

 

金融収支 

金融収益は受取債券利子、現先取引収益等から220,012百万円、金融費用は支払利息、現先取引費用等から

223,299百万円となっております。 

 

販売費・一般管理費 

取引関係費141,239百万円、租税公課1,612百万円等から合計で144,054百万円となっております。 
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２．業務の状況を示す指標 

(１) 経営成績等の推移 

(単位：百万円) 

 

第13期 

(自 2023年４月１日 

 至 2024年３月31日) 

第14期 

(自 2024年４月１日 

 至 2025年３月31日) 

第15期 

(自 2025年４月１日 

至  2026年３月31日) 

資本金 176,775 176,775 176,775 

発行済株式総数 7,070千株 7,070千株 7,070 千株 

営業収益 376,540 405,513 374,434 

純営業収益 110,348 155,747 151,135 

経常利益 (△損失) △14,354 △3,900 7,202 

当期純利益 (△損失) △7,678 △2,602 5,583 

 

① 受入手数料の内訳 

該当事項はありません。 

 

② トレーディング損益の内訳 

(単位：百万円) 

 

第13期 

(自 2023年４月１日 

 至 2024年３月31日) 

第14期 

(自 2024年４月１日 

 至 2025年３月31日) 

第15期 

(自 2025年４月１日 

  至  2026年３月31日) 

株券等トレーディング損益 909 25,284 41,246 

債券等・その他の 

トレーディング損益 
114,262 98,447 113,176 

（うち債券等 

トレーディング損益） 
300,041 133,743 250,466 

（うちその他の 

トレーディング損益） 
△185,779 △35,296 △137,290 

計 115,171 123,731 154,422 

 

(２) 有価証券引受・売買等の状況 

① 株券の売買高の推移 

(単位：百万円) 

 

第13期 

(自 2023年４月１日 

 至 2024年３月31日) 

第14期 

(自 2024年４月１日 

 至 2025年３月31日) 

第15期 

(自 2025年４月１日 

  至  2026年３月31日) 

自己 ― 33,176 1,198,853 

委託 ― ― ― 

計 ― 33,176 1,198,853 

（注）株券の売買高は外国優先出資証券に係るものであります。 

 

② 有価証券の引受けおよび売出しならびに特定機関投資家向け売付け勧誘等ならびに有価証券の募集、売出

しおよび私募の取扱いならびに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況 

該当事項はありません。 
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(３) その他業務の状況 

商品デリバティブの売買の状況 

(単位：百万円) 

 

第13期 

(自 2023年４月１日 

 至 2024年３月31日) 

第14期 

(自 2024年４月１日 

 至 2025年３月31日) 

第15期 

(自 2025年４月１日 

  至 2026年３月 31日) 

商品デリバティブ 3,785,437 11,764,270 14,989,144 

計 3,785,437 11,764,270 14,989,144 

 

(４) 自己資本規制比率の状況 

 第13期 

(2024年3月31日) 

第14期 

(2025年3月31日) 

第15期 

(2026年3月31日) 

基本的項目 資本合計 (Ａ) 292,010百万円 289,408百万円 294,992百万円 

補完的項目 

その他有価証券評価差

額金（評価益）等 
－百万円 －百万円 －百万円 

金融商品取引責任 

準備金等 
－百万円 －百万円 －百万円 

一般貸倒引当金 －百万円 －百万円 －百万円 

劣後債務 292,010百万円 289,408百万円 294,992百万円 

計 (Ｂ) 292,010百万円 289,408百万円 294,992百万円 

控除資産  (Ｃ) 22,346百万円 19,113百万円 24,310百万円 

固定化されていない自己資本 

(Ａ)＋(Ｂ)－(Ｃ) 
(Ｄ) 561,674百万円 559,704百万円 565,674百万円 

リスク相当額 

市場リスク相当額 140,323百万円 106,168百万円 143,596百万円 

取引先リスク相当額 52,342百万円 36,795百万円 39,050百万円 

基礎的リスク相当額 44,811百万円 57,780百万円 54,205百万円 

計 (Ｅ) 237,476百万円 200,744百万円 236,852百万円 

自己資本規制比率  

(Ｄ)／(Ｅ)×100

（％） 

236.5％ 278.8％ 238.8％ 

 

(５) 使用人の総数および外務員の総数 

 第13期 第14期 第15期 

(2024年３月31日) (2025年３月31日) (2026年３月31日) 

使用人 147名(うち、専任12名) 157名(うち、専任11名) 209名(うち、専任11名) 

（うち外務員） １名 １名 １名 
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Ⅲ．財産の状況に関する事項 
１． 経理の状況 

(１) 貸借対照表 

 前事業年度 

(2025年３月31日) 

当事業年度 

(2026年３月31日) 

区分 金額(百万円) 金額(百万円) 

資産の部   

 流動資産   

  現金・預金           54,867          43,411  

  預託金               14              15  

  トレーディング商品 5,003,624       4,870,896  

   商品有価証券等 3,983,968       3,780,256  

   デリバティブ取引 1,019,656       1,090,640  

  有価証券担保貸付金 4,426,527       4,479,838  

   現先取引貸付金 4,426,527              4,479,838  

  立替金              0              16  

  短期差入保証金 1,348,170       1,354,342  

  有価証券等引渡未了勘定 251           1,058  

  支払差金勘定 ―         13,020  

  未収入金 3,547  ― 

  未収収益 43,173                    47,098  

  未収還付法人税等 17,528 ―  

  その他の流動資産 1 13  

  流動資産計 10,897,702          10,809,707  

 固定資産   

投資その他の資産           18,171          23,206  

繰延税金資産           18,171          23,206 

固定資産計           18,171          23,206  

資産合計 10,915,873      10,832,913 
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 前事業年度 

(2025年３月31日) 

当事業年度 

(2026年３月31日) 

区分 金額(百万円) 金額(百万円) 

負債の部   

 流動負債   

  トレーディング商品        3,014,690       3,087,487  

   商品有価証券等        2,735,477       2,764,565  

   デリバティブ取引          279,213         322,922  

  約定見返勘定 156,185                288,174  

  有価証券担保借入金 5,203,849        4,949,252  

   現先取引借入金        5,203,849      4,949,252  

  預り金              253             953  

  受入保証金          987,131       1,084,055  

  有価証券等受入未了勘定              5,971           1,149  

  受取差金勘定               3,694  ― 

  短期借入金          853,023         696,065  

  未払金           4,989           5,533  

  未払費用           42,876          55,909  

  未払法人税等 ―                     7,151  

  賞与引当金              108             127  

  その他の流動負債              7,892  264  

  流動負債計 10,280,661           10,176,119 

 固定負債        

  長期借入金 345,803             361,802  

  固定負債計 345,803              361,802  

 特別法上の準備金    

  金融商品取引責任準備金 ― ― 

  特別法上の準備金計 ― ― 

負債合計 10,626,464            10,537,921  

純資産の部 
 

 

 株主資本   

  資本金        176,775         176,775  

  資本剰余金     

   資本準備金        176,725         176,725  

   資本剰余金合計        176,725         176,725  

  利益剰余金     

   その他利益剰余金 △64,091        △58,508        

    繰越利益剰余金        △64,091        △58,508 

   利益剰余金合計        △64,091        △58,508 

  株主資本合計 289,409  294,992  

純資産合計 289,409 294,992 

負債・純資産合計 10,915,873        10,832,913        
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(２) 損益計算書 

 

前事業年度 

(自 2024年４月１日 

 至 2025年３月31日) 

当事業年度 

(自 2025年４月１日 

 至 2026年３月31日) 

区分 金額(百万円) 金額(百万円) 

営業収益   

 トレーディング損益 123,731 154,422 

 金融収益 281,782 220,012 

 営業収益計 405,513 374,434 

金融費用 249,766 223,299 

純営業収益 155,747 151,135 

販売費・一般管理費 159,647 144,054 

営業利益(△損失) △3,900 7,081 

営業外収益 2  121  

営業外費用 2 ― 

経常利益（△損失） △3,900  7,202  

税引前当期純利益（△損失） △3,900  7,202  

法人税、住民税および事業税 △4,508 6,654 

法人税等調整額 3,210  △5,035  

当期純利益 (△損失) △2,602 5,583 
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(３) 株主資本等変動計算書 
前事業年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日) 

（単位：百万円） 

 

株主資本 

純資産 

合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 

合計 
資本準備金 

資本剰余金 

合計 

その他利益 

剰余金 利益剰余金 

合計 繰越利益 

剰余金 

当期首残高 176,775 176,725 176,725 △61,489 △61,489 292,011 292,011 

当期変動額        

 当期純利益 ― ― ― △2,602 △2,602 △2,602 △2,602 

当期変動額合計 ― ― ― △2,602 △2,602 △2,602 △2,602 

当期末残高 176,775 176,725 176,725 △64,091 △64,091 289,409 289,409 

 

 

当事業年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日) 

（単位：百万円） 

 

株主資本 

純資産 

合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 

合計 
資本準備金 

資本剰余金 

合計 

その他利益 

剰余金 利益剰余金 

合計 繰越利益 

剰余金 

当期首残高 176,775 176,725 176,725 △64,091 △64,091 289,409 289,409 

当期変動額        

 当期純利益 ― ― ― 5,583 5,583 5,583 5,583 

当期変動額合計 ― ― ― 5,583 5,583 5,583 5,583 

当期末残高 176,775 176,725 176,725 △58,508 △58,508 294,992 294,992 
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(４) 注記事項 

当社の貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書は、「会社計算規則」（平成18年法務省令第13号）の規定の

ほか、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）および「有価証券関連業経理の統一に関する

規則」（昭和49年日本証券業協会自主規制規則）に準拠して作成しております。 

記載金額は、百万円未満を四捨五入した合計数値と一致するように調整して表示しております。 

 

 

【重要な会計方針】 

１．有価証券およびデリバティブ取引等の評価基準および評価方法 

当社は金融商品取引業の一環として自己の計算で有価証券およびデリバティブ取引等（以下、有価証券等という）

の売買を行い、その結果として有価証券等のポジションを保有し、トレーディング商品として計上しております。 

トレーディング商品に属する有価証券等については、時価法を採用しております。 

 

２．引当金の計上基準 

賞与引当金は、従業員等に対する賞与の支払いに備えるため、当社所定の計算方法による支払見込額を計上してお

ります。 

 

３．外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 

 

４．特別法上の準備金 

特別法上の準備金は、金融商品取引責任準備金であり、証券事故による損失に備えるため、金融商品取引法第46条

の５および金融商品取引業等に関する内閣府令第175条に定めるところにより算出しております。 

 

５．その他 

（1）デリバティブ取引の相殺表示 

信用リスク軽減の効果をより明瞭に表示するため、法的に有効なマスター・ネッティング契約を有する同一相手先

に対するデリバティブ取引については相殺して表示しております。 

（2）デリバティブ取引の部分決済 

清算機関等の規則に基づきデリバティブ取引の変動証拠金の受取および支払が法的に決済として扱われるものにつ

いては、デリバティブ取引の部分的な決済として会計処理しております。 

 

 

［会計上の見積りに関する注記］ 

会計上の見積りにより、当事業年度に係る財務諸表にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る財務諸表に

重要な影響を及ぼす可能性があるものとは、次のとおりです。 

金融商品 

１． 当事業年度に係る財務諸表に計上した額 

［金融商品に関する注記］に記載しております。 

２． 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 

金融商品の時価の算出方法は、［金融商品に関する注記］「(注1)金融商品の時価の算定方法」に記載しております。 

３． 主要な仮定 

主要な仮定は時価評価モデルに用いるインプットであり、為替相場、イールドカーブ、有価証券の時価等の市場で

直接又は間接的に観察可能なインプットのほか、相関係数等の重要な見積りを含む市場で観察できないインプットを

使用する場合もあります。 

４． 翌事業年度に係る財務諸表に及ぼす影響 

市場環境の変化等により主要な仮定であるインプットが変化することにより、デリバティブ取引の時価が増減する

可能性があります。 
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【貸借対照表に関する注記】 

１． 関係会社に対する金銭債権および金銭債務 

 

 
前事業年度 

(2025年３月31日) 

当事業年度 

(2026年３月31日) 

短期金銭債権 3,547百万円 ― 

短期金銭債務 594,402百万円 77,387百万円 

長期金銭債務 345,803百万円 361,802百万円 

 

２． 差入有価証券等 

有価証券を担保とした金融取引および、保証金等の代用等として差し入れた有価証券、または受け入れた有価証券

の時価額は次のとおりであります。 

 

 
前事業年度 

(2025年３月31日) 

当事業年度 

(2026年３月31日) 

差し入れた有価証券   

現先取引で売却した有価証券 5,340,531百万円 5,098,071百万円 

デリバティブ取引にかかる担保 173,384百万円 189,319百万円 

受け入れた有価証券   

現先取引で買い付けた有価証券 4,481,211百万円 4,522,903百万円 

 

 

【損益計算書に関する注記】 

関係会社との取引高 

 

前事業年度 

(自 2024年４月１日 

 至 2025年３月31日) 

当事業年度 

(自 2025年４月１日 

 至 2026年３月31日) 

営業収益 2,876百万円 △251百万円 

金融費用および販売費・一般管理費 22,956百万円 22,435百万円 
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【株主資本等変動計算書に関する注記】 

前事業年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日) 

発行済株式の総数に関する事項 

 

株式の種類 期首株式数（千株） 増加株式数（千株） 減少株式数（千株） 期末株式数（千株） 

普通株式 7,070 ― ― 7,070 

 

当事業年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日) 

発行済株式の総数に関する事項 

 

株式の種類 期首株式数（千株） 増加株式数（千株） 減少株式数（千株） 期末株式数（千株） 

普通株式 7,070 ― ― 7,070 

 

 

【税効果会計に関する注記】 

１．繰延税金資産の発生の主な原因 

繰延税金資産の発生の主な原因は、デリバティブ取引の時価評価に係る調整額であります。 

 

２．繰延税金資産から控除した評価性引当額 

繰延税金資産から控除した評価性引当額は、12,645百万円（前期は12,827百万円）であります。 

 

３．法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理 

 当社はグループ通算制度を適用しております。また、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関す

る取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税

効果会計の会計処理並びに開示を行っております。 
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【金融商品に関する注記】 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社、当社の親会社である野村ホールディングス株式会社およびその関係会社(以下、野村グループ)の主たる事業

は証券業を中核とする投資・金融サービス業であり、わが国をはじめ世界の主要な金融資本市場を網羅する営業拠点

等を通じ、お客様に対し資金調達、資金運用の両面で幅広いサービスを提供しております。野村グループとしてこれ

らの事業を行うため、当社は、顧客のさまざまなニーズに対応した商品、取引等を提供していくための業務として、

有価証券等の売買取引やデリバティブ取引に取り組んでおります。そのために生じるトレーディング・ポジションに

係るリスク管理は極めて重要であり、トレーディング部門内のリスク管理に加え、独立したリスク管理部署によるグ

ローバル・ベースでのリスク管理に注力しております。また、デリバティブ取引は、トレーディング業務の遂行に付

随して発生するリスクのヘッジ、調節等の目的でも利用しており、有価証券等の売買とデリバティブ取引を一体とし

て運営、管理しております。 

 

(2) 金融商品の内容およびそのリスク 

当社のトレーディング・ポジションは、野村グループが行った、顧客ニーズに対応する取引や市場機能を補完する

ためのマーケットメーク取引、自己の計算に係るディーリング業務等から発生いたします。 

当社では、債券、現先取引、為替取引、通貨先物、金利・通貨スワップ取引、債券先物取引、エクイティ・デリバ

ティブ取引等のポジションを保有しておりますが、これらは野村グループの顧客が抱える為替・金利等のリスクのヘ

ッジやリスクの変換ニーズに対応して発生したポジションおよび当社の有価証券等のヘッジ目的によるポジションで

あります。 

トレーディング業務に伴って発生し、当社の財務状況に大きな影響を与えるリスクとしては、主としてマーケッ

ト・リスク、クレジット・リスク(発行体リスクおよび取引先リスク)および資金流動性リスクがあげられます。 

 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

①マーケット・リスク管理 

株式、金利、為替等の相場変動に伴ってトレーディング・ポジションの価値(時価額)は増減いたします。当社

は、この価値の増減をマーケット・リスクとして認識しております。当社のトレーディング・ポジションは、主と

して野村グループによる顧客取引の結果として発生しており、相場変動によりトレーディング・ポジションの価値

が減少するリスクを回避するため、適切なヘッジ取引を行っております。ヘッジの手段は、現物有価証券だけに限

らずデリバティブ取引も含めてその時点で最適なものが選択されます。従って、ヘッジ手段まで含めたトレーディ

ング・ポートフォリオについて、日々時価評価を行いマーケット・リスクを計算するなど、ルールに沿ったポジシ

ョン運営がなされております。トレーディング・ポートフォリオについては、トレーディング関連部署から独立し

たリスク・マネジメント関連部署がグローバル・ベースで日々独自に評価をチェックし、社長をはじめとする関係

役員にリスク額等を報告しております。マーケット・リスクの管理に関するルールは、野村ホールディングス株式

会社のグループ・リスク管理委員会で決定されます。 

②クレジット・リスク(発行体リスクおよび取引先リスク)管理 

発行体リスクおよび取引先リスクは、当社が有価証券を保有している場合や取引先に対する債権を保有している

場合に、発行体や取引先が義務を履行しないリスクであります。典型的には、発行体や取引先がデフォルト状態と

なった時に発生します。 

有価証券の発行体リスクは、市場価格に反映され、日々時価評価されております。しかし、格付けの引下げによ

る急激な価格変動および発行体のデフォルト時に発生する損失は、発生する可能性としては低いものの、一旦発生

した場合の損失見込額は大きく、リスク管理上、非常に重要と認識しております。当社は発行体の格下げやデフォ

ルトの発生確率および発生時の損失見込額を合理的に算出し、トレーディング関連部署とリスク・マネジメント関

連部署の双方で保有有価証券のポートフォリオを注意深く監視しております。 

取引所以外でのデリバティブ取引については、与信に相当する取引先リスクが発生します。当社では、リスク・

マネジメント関連部署が取引先の信用度に応じて与信限度額を設定しモニタリングを行っております。取引先リス

クは、デリバティブ取引を時価評価して得られる与信相当額と契約終了時までの潜在的与信相当額の合計額で管理

されており、担保の徴求等を行うなど与信相当額を低減するための対策を講じております。 

③資金流動性リスク管理 

当社では、資金流動性リスクを、野村ホールディングス株式会社の定めるリスク管理規程に基づき、野村グループ

の信用力の低下または市場環境の悪化により必要な資金の確保が困難になる、または通常より著しく高い金利での

資金調達を余儀なくされることにより損失を被るリスクと定義しております。 

このリスクは、市場において有担保あるいは無担保調達が不可能になる、野村グループの信用力が低下する、予定

外の資金需要の変化に対応できない、迅速かつ最小の損失での資産の流動化ができない、あるいはグループ会社間の

自由な資金移動が妨げられる規制資本上の制約に関する変化等、市場全体の事情や野村グループ固有の事情により

発生します。 

資金流動性リスク管理については、野村ホールディングス株式会社の経営会議が定める流動性リスク・アぺタイト
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に基づくことを基本方針としており、野村ホールディングス株式会社が統合管理しております。野村グループの資金

流動性管理は、市場全体が流動性ストレス下にある場合において、またそれに加えて野村グループの信用リスクに過

度なストレスを想定した場合においても、それぞれ１年間、および１ヶ月間にわたり、無担保による資金調達が困難

な場合においても、保有資産を維持しつつ業務を継続することができる充分な資金流動性を常に確保することを主

な目的としております。また、野村グループレベルでの金融庁の定める流動性カバレッジ比率（「金融商品取引法第

五十七条の十七第一項の規定に基づき、最終指定親会社が当該最終指定親会社およびその子法人等の経営の健全性

を判断するための基準として定める最終指定親会社およびその子法人等の経営の健全性のうち流動性にかかる健全

性の状況を表示する基準」）の充足が求められております。 

当社における資金流動性管理フレームワークについては、野村ホールディングス株式会社の定める野村グループ

資金流動性管理規程に依拠します。このフレームワークには（1）余剰資金の確保、（2）資産構成等に見合った資金

調達ならびに調達手段の多様化および調達期間の分散、(3)コンティンジェンシー・ファンディング・プランに関す

ることが含まれております。 

 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれて

います。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価

額が異なることもあります。 

 

(5) マーケット・リスクに係る定量的情報 

トレーディング目的の金融商品 

当社では、「トレーディング商品（資産および負債）」、「有価証券担保貸付金」ならびに「有価証券担保借入金」に

関し、マーケット・リスクの測定方法として、バリュー・アット・リスク（以下、VaR）を採用しております。 

VaRとして知られる統計的な手法は、ある一定期間に一定の信頼区間内で、市場の変動により発生しうる損失額と定

義されます。当社では、トレーディング・ポートフォリオについて、信頼区間95%、保有期間１日のVaRを計測してい

ます。VaRモデルに含まれるマーケット・リスクは、金利、外国為替レート、およびそれらに関連するボラティリティ

や相関等があります。ボラティリティと相関の計算に利用されるヒストリカル・データは、直近のデータに比重をか

けて計算されています。 

VaR算出における当社のトレーディング・ポジションのリスクの計量化に関しては、多くの前提と近似値が用いられ

ます。当社の用いる前提や近似値あるいはそれらの組み合わせは合理的なものと考えておりますが、前提や近似値が

異なれば、VaRの値が大きく異なる可能性があります。 

 

前事業年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日) 

① VaRの前提 

・信頼水準：95％ 

・保有期間：１日 

・商品の価格変動等を考慮 

 

② VaRの実績 

 
2025年３月31日現在 

（百万円） 

株式関連 755  

金利関連 887  

為替関連等 1,238  

 小計 2,880  

 分散効果 △1,034  

バリュー・アット・リスク(VaR) 1,846  

 

 自 2024年４月１日 

至 2025年３月31日 

 最大値（百万円） 最小値（百万円） 平均値（百万円） 

バリュー・アット・リスク(VaR) 2,685 1,625 2,051 

 

なお、当社は、規制に基づくバックテスティングを実施し、トレーディング・ポートフォリオのVaRの値と実際

の損益とを比較し、リスク計測に利用されるモデルの精度を検証しています。VaRを超過する損益の回数をカウン

トし、所定の回数に収まっているかを検証します。超過回数が所定の基準を上回った場合は、VaRメソドロジーの

調整を行います。 
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トレーディング目的以外の金融商品 

主要なマーケット・リスクに係るリスク変数が貸借対照表の時価に与える影響に重要性がないため開示を省略して

おります。 

 

当事業年度(2026年３月31日) 

① VaRの前提 

・信頼水準：95％ 

・保有期間：１日 

・商品の価格変動等を考慮 

 

② VaRの実績 

 2026年３月31日現在 

（百万円） 

株式関連 849  

金利関連 926  

為替関連等 722  

 小計 2,497  

 分散効果 △860  

バリュー・アット・リスク(VaR) 1,637  

 

 自2025年４月１日 

至2026年３月31日 

 最大値(百万円） 最小値(百万円） 平均値(百万円） 

バリュー・アット・リスク(VaR) 3,034 1,374 1,983 

 

なお、当社は、規制に基づくバックテスティングを実施し、トレーディング・ポートフォリオのVaRの値と実際の損

益とを比較し、リスク計測に利用されるモデルの精度を検証しています。VaRを超過する損益の回数をカウントし、所

定の回数に収まっているかを検証します。超過回数が所定の基準を上回った場合は、VaRメソドロジーの調整を行いま

す。 

 

トレーディング目的以外の金融商品 

主要なマーケット・リスクに係るリスク変数が貸借対照表の時価に与える影響に重要性がないため開示を省略して

おります。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

前事業年度(2025 年３月 31 日) 

2025年３月31日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりです。 

（単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

(1) 現金・預金  54,867   54,867   －  

(2) トレーディング商品    

商品有価証券等  3,983,968   3,983,968   －  

デリバティブ取引(*1)  1,019,656   1,019,656   －  

(3) 有価証券担保貸付金    

現先取引貸付金  4,426,527   4,426,527   －  

(4) 短期差入保証金  1,348,170   1,348,170   －  

資産計  10,833,188   10,833,188   －  

(1) トレーディング商品    

商品有価証券等  2,735,477   2,735,477   －  

デリバティブ取引(*1)  279,213   279,213   －  

(2) 約定見返勘定  156,185   156,185   

(3) 有価証券担保借入金    

現先取引借入金  5,203,849   5,203,849   －  

(4) 受入保証金  987,131   987,131   －  

(5) 短期借入金  853,023   853,023   －  

(6) 長期借入金  345,803   259,899   △85,904  

負債計  10,560,681   10,474,777   △85,904  

(*1）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、該当ありません。 

 

(注1)金融商品の時価の算定方法 

資 産 

(1) 現金･預金、(4) 短期差入保証金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

(2) トレーディング商品 

商品有価証券等の時価は、一般的に市場取引価格、もしくは合理的な水準の価格客観性を持つ業者間取引価格、

変数が直接観察可能な類似の金融商品を参照して得た価格に基づいております。 

このような方法で時価評価されている金融商品は、主要な政府および政府系機関債、国際金融機関債、地方機関

債、社債および証券化商品となっております。 

商品有価証券等のなかには流動性に欠ける商品が含まれており、そのような商品に関しては経営者による最善

の見積公正価値を利用して価格決定がなされております。 

デリバティブ取引は、上場デリバティブおよび店頭取引デリバティブで構成されております。上場デリバティブ

の時価は、通常市場取引価格によって決定されます。店頭取引デリバティブは、評価モデルを使用して価格評価が

なされます。 

(3) 有価証券担保貸付金 

現先取引に伴う取引相手先への貸付金額が計上されております。また、受け入れた有価証券の時価の変動により

貸付金額の調整を行っていることや短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっております。 

 

負 債 

(1) トレーディング商品 

資産(2) トレーディング商品に記載しております。 

(3) 有価証券担保借入金 

現先取引に伴う取引相手先からの借入金額が計上されております。また、差入れた有価証券の時価の変動により

借入金額の調整を行っていることや短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっております。 

(2) 約定見返勘定、(4) 受入保証金、(5) 短期借入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 
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(6) 長期借入金 

長期借入金は、一定の期間ごとに区分した当該長期借入金の元利金の合計額を同様の借入において想定される

利率で割り引いて現在価値を算定しております。 

 

(注2）金銭債権の決算日後の償還予定額 

（単位：百万円） 

 １年以内 

(1)現金・預金  54,867  

(3)有価証券担保貸付金  4,426,527  

(4)短期差入保証金  1,348,170  

合計  5,829,564  

 

(注3）借入金およびその他の有利子負債等の決算日後の返済予定額 

（単位：百万円） 

 １年以内 
１年超 

２年以内 

２年超 

３年以内 

３年超 

４年以内 

４年超 

５年以内 
５年超 

(2) 約定見返勘定 156,185 ― ― ― ― ― 

(3) 有価証券担保借入金 5,203,849 ― ― ― ― ― 

(4) 受入保証金 987,131 ― ― ― ― ― 

(5) 短期借入金 853,023 ― ― ― ― ― 

(6) 長期借入金 ― ― ― ― ― 345,803 

合計 7,200,188 ― ― ― ― 345,803 

 

当事業年度(2026 年３月 31 日) 

2026年３月31日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりです。 

（単位：百万円） 

 
貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

(1) 現金・預金  43,411   43,411   －  

(2) トレーディング商品    

商品有価証券等  3,780,256   3,780,256   －  

デリバティブ取引(*1)  1,090,640   1,090,640   －  

(3) 有価証券担保貸付金    

現先取引貸付金  4,479,838   4,479,838   －  

(4) 短期差入保証金  1,354,342   1,354,342   －  

資産計  10,748,487   10,748,487   －  

(1) トレーディング商品    

商品有価証券等  2,764,565   2,764,565   －  

デリバティブ取引(*1)  322,922   322,922   －  

(2) 約定見返勘定  288,174   288,174   

(3) 有価証券担保借入金    

現先取引借入金  4,949,252   4,949,252   －  

(4) 受入保証金  1,084,055   1,084,055   －  

(5) 短期借入金  696,065   696,065   －  

(6) 長期借入金  361,802   379,303   17,501  

負債計  10,466,835   10,484,336   17,501  

(*1) ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、該当ありません。 
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 (注1) 金融商品の時価の算定方法 

資 産 

(1) 現金･預金、 (4) 短期差入保証金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

(2) トレーディング商品 

商品有価証券等の時価は、一般的に市場取引価格、もしくは合理的な水準の価格客観性を持つ業者間取引価格、変数

が直接観察可能な類似の金融商品を参照して得た価格に基づいております。 

このような方法で時価評価されている金融商品は、主要な政府および政府系機関債、国際金融機関債、地方機関債、

社債および証券化商品となっております。 

商品有価証券等のなかには流動性に欠ける商品が含まれており、そのような商品に関しては経営者による最善の見積

公正価値を利用して価格決定がなされております。 

デリバティブ取引は、上場デリバティブおよび店頭取引デリバティブで構成されております。上場デリバティブの時

価は、通常市場取引価格によって決定されます。店頭取引デリバティブは、評価モデルを使用して価格評価がなされま

す。 

(3) 有価証券担保貸付金 

現先取引に伴う取引相手先への貸付金額が計上されております。また、受け入れた有価証券の時価の変動により貸付

金額の調整を行っていることや短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によ

っております。 

負 債 

(1) トレーディング商品 

資産(2) トレーディング商品に記載しております。 

(3) 有価証券担保借入金 

現先取引に伴う取引相手先からの借入金額が計上されております。また、差入れた有価証券の時価の変動により借入

金額の調整を行っていることや短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によ

っております。 

(2) 約定見返勘定、(4) 受入保証金、(5) 短期借入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

(6) 長期借入金 

長期借入金は、一定の期間ごとに区分した当該長期借入金の元利金の合計額を同様の借入において想定される利率で

割り引いて現在価値を算定しております。 

 

(注2）金銭債権の決算日後の償還予定額 

(単位：百万円) 

 １年以内 

(1)現金・預金  43,411  

(3)有価証券担保貸付金  4,479,838  

(4)短期差入保証金  1,354,342  

合計 5,877,591 

 

(注3）借入金およびその他の有利子負債等の決算日後の返済予定額 

(単位：百万円) 

 １年以内 
１年超 

２年以内 

２年超 

３年以内 

３年超 

４年以内 

４年超 

５年以内 
５年超 

(2) 約定見返勘定  288,174   －   －   －   －   －  

(3) 有価証券担保借入金 4,949,252    －   －   －   －   －  

(4) 受入保証金 1,084,055    －   －   －   －   －  

(5) 短期借入金  696,065   －   －   －   －   －  

(6) 長期借入金  －   －   －   －   －   361,802  

合計 7,017,546   －   －   －   －   361,802  
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【関連当事者に関する注記】 

前事業年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日） 

１．親会社および法人主要株主等 

 

取引条件および取引条件の決定方針等 

(注1) 反復的取引であるため、取引金額の欄には期中の平均残高を記載しております。 

(注2) 資金の借入につきましては、借入利率は市場金利を勘案して合理的に決定しております。なお、担保は差し入

れておりません。 

 

２．兄弟会社等 

 

取引条件および取引条件の決定方針等 

(注1) 市場価格を勘案し、一般的取引条件と同様に決定しております。 

(注2) 反復的取引であるため、取引金額の欄には期中の平均残高を記載しております。 

(注3) 資金の借入につきましては、借入利率は市場金利を勘案して合理的に決定しております。なお、担保は差し入

れておりません。 

 

当事業年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日） 

１．親会社および法人主要株主等  

 
取引条件および取引条件の決定方針等 

(注1) 反復的取引であるため、取引金額の欄には期中の平均残高を記載しております。 

(注2) 資金の借入につきましては、借入利率は市場金利を勘案して合理的に決定しております。なお、担保は差し入

れておりません。 

 

２．兄弟会社等 

 
取引条件および取引条件の決定方針等 

(注1) 市場価格を勘案し、一般的取引条件と同様に決定しております。 

(注2) 反復的取引であるため、取引金額の欄には期中の平均残高を記載しております。 

(注3) 資金の借入につきましては、借入利率は市場金利を勘案して合理的に決定しております。なお、担保は差し入

れておりません。 

種類
会社等の

名称

議決権等の
所有(被所

有)
割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

短期資金の借入(注1)(注2) 370,545 短期借入金 593,000

長期資金の借入(注2) - 長期借入金 345,803

長期資金の返済 - 未払費用 1,311

利息の支払 22,512

(単位：百万円)

親会社
野村ホールディ
ングス株式会社

被所有
直接100％

資金の借入
被債務保証
役員の兼任

種類
会社等の

名称

議決権等の
所有(被所有)

割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

未払費用 7,463

未払金 2,900

短期資金の借入(注2)(注3) 460,497 短期借入金 260,000

利息の支払 4,224 未払費用 105

未払費用 -

73,916

(単位：百万円)

取引関係費の支払(注1)業務の委託なし
ﾉﾑﾗ･ｲﾝﾀ-ﾅｼｮﾅﾙ 

PLC   
親会社の子

会社

資金の借入
被債務保証
役員の兼任

31,249業務の委託 取引関係費の支払(注1)
親会社の子

会社
ﾉﾑﾗ･ｱｼﾞｱ 
LIMITED

なし

親会社の子
会社

野村證券株式会
社

なし

種類
会社等の
名称

議決権等の
所有(被所有)

割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

短期資金の借入(注1)(注2) 332,667 短期借入金 76,000

長期資金の借入(注2) - 長期借入金 361,802

長期資金の返済 - 未払費用 1,287

利息の支払 21,882

(単位：百万円)

親会社
野村ホールディングス株

式会社
被所有

直接100％

資金の借入
被債務保証
役員の兼任

種類
会社等の
名称

議決権等の
所有(被所

有)
割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

未払費用 8,692

未払金 4,942

短期資金の借入(注2)(注3) 344,167 短期借入金 620,000

利息の支払 4,901 未払費用 1,003

資金の借入
被債務保証
役員の兼任

25,013業務の委託 取引関係費の支払(注1)
親会社の子

会社
ﾉﾑﾗ･ｱｼﾞｱ LIMITED なし

親会社の子
会社

野村證券株式会社 なし

62,802

(単位：百万円)

取引関係費の支払(注1)業務の委託なしﾉﾑﾗ･ｲﾝﾀ-ﾅｼｮﾅﾙ PLC
親会社の子

会社

未払費用 365
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【１株当たり情報に関する注記】 

前事業年度 

(自 2024年４月１日 

 至 2025年３月31日) 

当事業年度 

(自 2025年４月１日 

 至 2026年３月31日) 

１株当たり純資産額 40,934円77銭 １株当たり純資産額 41,724円51銭 

１株当たり当期純利益(△損失)    △368円03銭 １株当たり当期純利益(△損失)    789円74銭 

 

 

【重要な後発事象に関する注記】 

前事業年度(2025年３月31日) 

該当事項はありません。 

 

当事業年度(2026年３月31日) 

該当事項はありません。 

 

 

２． 借入金の主要な借入先および借入金額 

   前事業年度(2025年３月31日) 

(単位：百万円) 

借入先 借入金の種類 借入金の残高 

野村證券株式会社 短期借入金 260,000 

野村ホールディングス株式会社 短期借入金 593,000 

野村ホールディングス株式会社 長期借入金 345,803 

 

当事業年度(2026年３月31日) 

(単位：百万円) 

借入先 借入金の種類 借入金の残高 

野村證券株式会社 短期借入金 620,000 

野村ホールディングス株式会社 短期借入金 76,000 

野村ホールディングス株式会社 長期借入金 361,802 

 

 

３． 保有する有価証券（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。）の取得価額、時価およ

び評価損益 

該当事項はありません。 

 

 

４． デリバティブ取引（トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。）の契約価額、時価および評

価損益 

該当事項はありません。 

 

 

５． 財務諸表に関する会計監査人等による監査の有無 

前事業年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日) 

当社の財務諸表について、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、EY新日本有限責任監査法人の監査を受

けており、同監査法人より適正意見が表明されております。 

 

当事業年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日) 

当社の財務諸表について、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、EY新日本有限責任監査法人の監査を受

けており、同監査法人より適正意見が表明されております。 
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Ⅳ．管理の状況 
１．内部管理の状況の概要 

内部管理体制について 

当社は、顧客のさまざまなニーズに対応した商品、取引等を提供していくための業務として、有価証券等の売買

取引やデリバティブ取引に取り組んでおります。これら取引の実施に当たって、法令諸規則等の遵守を確保するた

めに、内部管理体制の強化および拡充に努めてきております。 

 

具体的には、日本証券業協会の規則に基づいて、内部管理統括責任者及び内部管理責任者を設置するとともに、

法令諸規則等の遵守管理に関する業務を行う部署として、営業担当部署等から独立したコンプライアンス部を設

置しております。コンプライアンス部は、法令諸規則等の遵守のために、各種社内ルールの制定・改廃・周知徹底

を行い、その遵守状況を検証するための社内検査を実施いたします。 

 

お客さまからのご意見および苦情のお取り扱いについて 

当社では、コンプライアンス部が、お客様から寄せられるご意見および苦情を承り、内容を分析したうえで、お

客様の声が反映されるよう直接役員や関連各部に注意喚起し、改善策を提言します。これからもそうした取り組み

を継続し、お客様とのより深い信頼関係を築いていきたいと考えております。 

 

内部監査体制 

内部統制の有効性および妥当性を確保するため、業務ラインとは独立したインターナル・オーディット部を設置

し、取締役会の承認の下に、当社における内部監査を実施しております。内部監査の結果については、執行ライン

のみならず、取締役会に対しても報告が行われております。 

 

 

２．分別管理等の状況  

該当事項はありません。 
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Ⅴ．連結子会社等の状況に関する事項 
１． 当社およびその子会社等の集団の構成 

連結子会社等は該当がありません。 

なお、2026年３月31日現在の親会社を中心とした事業系統図は以下のとおりであります。 

 

 
 

※1 持分法適用関連会社 

 

２． 子会社等の商号又は名称、本店又は主たる事務所の所在地、資本金の額、事業の内容等 

該当事項はありません。 

 

・企業集団等の事業系統図

＜主要な関係会社＞
（国内）
野村證券株式会社

他

＜主要な関係会社＞
（国内）
野村アセットマネジメント株式会社

（海外）
ノムラ・アセット・マネジメント・インターナショナル Inc.
デラウェア・マネジメント・カンパニー 他

＜主要な関係会社＞
（国内）
野村證券株式会社
野村ファイナンシャル・プロダクツ・サービシズ株式会社
野村アジアパシフィック・ホールディングス株式会社

（海外）
ノムラ・ホールディング・アメリカ Inc.
ノムラ・セキュリティーズ・インターナショナル Inc.
ノムラ・アメリカ・モーゲッジ・ファイナンス LLC
インスティネット Incorporated
ノムラ・ヨーロッパ・ホールディングズ PLC
ノムラ・インターナショナル PLC
ノムラ・インターナショナル（ホンコン） LIMITED
ノムラ・シンガポール LIMITED 他

＜主要な関係会社＞
（国内）
野村信託銀行株式会社

他

＜主要な関係会社＞
（国内）
野村プロパティーズ株式会社
野村グローバル・ファイナンス株式会社

株式会社野村総合研究所　※１
野村不動産ホールディングス株式会社　※１

（海外）
ノムラ・インターナショナル・ファンディング Pte. Ltd. 他

ホールセール部門

バンキング部門

野
村
ホ
ー

ル
デ
ィ

ン
グ
ス
株
式
会
社

ウェルス・マネジメント部門

インベストメント・マネジメント部門

その他


